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中国自動車シンポジウム

現代自動車から何を学ぶか
―新興国における競争力要因―

■京都会場　　2011年11月5日(土) 13時

     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール

 ■東京会場　　2011年11月26日(土) 13時

    京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟）
総合司会
13:00-13:10

挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫

     東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎

13:10-13:50
京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

現代自動車から何を学ぶか






―全体テーマと報告構成―

第１部　グローバル戦略
13:50-14:15
フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長
中田 徹

現代自動車のグローバル戦略と中国事業
14:15-14:40
事業創造大学院大学 教授

富山 栄子
現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス
14:40-15:05
東京都市大学都市生活学部 教授
井上 隆一郎
外資メーカーブランドの中での現代ブランド

15:05-15:30
三菱総合研究所 主任研究員

赤羽 淳

アンケート調査に見る北京現代ユーザーの特徴

第２部　日系メーカーとの差別化
15:40-16:05
愛知大学経済学部 教授

李 泰王

現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築
16:05-16:30
東京大学大学院経済学研究科 (院)
徐 寧教

北京現代汽車のモノづくり思想
16:30-16:55
大阪商業大学総合経営学部 教授
孫 飛舟

内陸･下級都市にも重点をおいた流通ネットワーク
16:55-17:00
閉会挨拶
17:20-18:50
懇親会  京都会場:法経総合研究棟2階大会議室    東京会場:京都大学東京オフィス  （参加費2000円,協力会会員は無料）
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森經徳
東京会場(定員100名)は申し込みが既に締め切りとなっております｡
========================================================================
中国経済研究会のお知らせ

12月の中国経済研究会は下記の要領で中国経済学会・学術研究会（西日本部会）と共同催することになりましたので、関心のある方はぜひご参加ください。

記

日　時：2011年12月3日（土） 14：00～17：50
場　所：京都大学 吉田キャンパス 法経東館3階311演習室
Ⅰ．制度と経済発展：14：00～15：40 
①時　間：14:00−14:50
報告者：大西広（京都大学・教授）
テーマ：「北米原住民居留地制度と中国民族自治制度」

②時　間：14:50−15:40
報告者：倪卉（京都大学経済学研究科・院生）・朱然（京都大学経済学研究科・院生）
テーマ：「中国工業化のもとの人民公社」

Ⅱ．計量分析：16：10～17：50
③時　間：16:10−17:00
報告者：Lv Xin（Graduate School of Economics, Nagoya University）
テーマ：China’s Stock Returns and Official Interest Rates Shock
④時　間：17:00−17:50
　報告者：殷亭（大阪大学大学院経済学研究科・院生）
テーマ：Retirement Behavior and Bequest Motives in China
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。
前期：4月19日（火）、 5月17日（火）、 6月21日（火）、7月19日(火)

後期：10月18日（火）、11月15日（火）、12月3日（土）、1月17日（火）
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
========================================================================
中越問題講演会のお知らせ

現在ホットな話題となっている中越摩擦問題についてベトナム社会科学院中国研究所のNguyen Thi Thu Phuong氏をお招きして講演会を開催することとなりました。

日時は12月17日(土)14:00-17:00 

会場　　京都大学経済学研究科2F201演習室

主催　　京都大学東アジア経済研究センター、人間文化機構京大拠点

参加費　無料

です。ご関心の方の参加を歓迎します。
なお、この講演会に関する問い合わせは経済学研究科大西広教授(ohnishi@econ.kyoto-u.ac.jp)までお願いします。
************************************************************************************************
中国ニュース　１１.７－１１.１３
ヘッドライン
■　物価：中国１０月ＣＰＩ前年同期比５．５％、食品価格１１．９％も上昇
■　環境：北京市の大気汚染を表す指標ＰＭ２．５、毎年増加
· 金融：中国巨大な民間資本市場、温州５０００億元も

· 財政：今年１～１０月中国財政収入９兆元超、去年同期比２８％増

· 健康：中国糖尿病患者、約１億人

· フォーブス：中国の家族企業は広東、蘇州と浙江に集中、半分以上が「夫婦店」
· 通信：中国インターネットスピートは世界７１位
· 不動産：北京新築住宅平均価格２０６７０元、９月比８．５％値下がり
· 社会：寧波企業が２０００万元で初めて無人島を落札

· 江蘇：常州市、恐竜のテーマパークを建設開始

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細

· 物価：中国１０月ＣＰＩ前年同期比５．５％、食品価格１１．９％も上昇
【１１月９日　国家統計局】１０月中国ＣＰＩは前年同期比で５．５％上昇した。そのうち、都市は５．４％、農村は５．９％上昇した。また、食品は１１．９％、非食品は２．７％それぞれ上昇した。食品価格のうち、食料価格は１１．６％、肉類食品は２６％（豚肉３９％上昇）、卵は１３％それぞれ上昇した。その他、野菜は７％低下し、果物は１１％上昇した。

· 環境：北京市の大気汚染を表す指標ＰＭ２．５、毎年増加

【１１月８日　新京報等】１０月以降、北京等中国の多くの地域に広がった濃霧が環境についての関心を呼び起こしている。１０月２３日８時、米国駐中国大使館が１時間ごとに発表している北京におけるＰＭ２．５（１㎥の大気中における直径２．５ミクロン以下の浮遊物の数量）の値は４０７で、大気は「hazardous」（危険性がある）という評価が下された。これについて中国科学院大気物理研究所王躍思研究員は当所の研究結果により、この１０年間、北京市のＰＭ２．５は毎年増加しているという。一方、北京市環境保護局は、ＰＭ１０の値はここ何年か低下していると述べ、同期間の大気を「軽度汚染」と評価している。
· 金融：中国巨大な民間資本市場、温州５０００億元も

【１１月７日　経済参考報】中国住宅建設部政策研究中心と高和資本が共同で発表した『民間資本と不動産業の発展についての研究報告』によると、中国の民間資本市場は業界の予測を遥かに超え、温州はおよそ５０００億元、山西は１兆元、鄂爾多斯は２０００億元と伝えた。復旦大学経済学院孫立堅副院長は中国が目下、「銭荒」（金不足）と「銭流」（金が溢れるほど多い）が並存する時代であり、実体経済は大量の資金を必要としているが、緊縮的な金融政策がとられていることにより、中小企業が融資難に喘ぐ一方、巨大な民間資本は使い道を探しているという。
· 財政：今年１～１０月中国財政収入９兆元超、去年同期比２８％増

【１１月９日　財政部】今年１～１０月の間、中国累計財政収入は９兆８５２億元となり、前年同期比で２８％増加した。財政収入のうち、税収は前年同期比２７％増の７兆９６３４億元で、税収以外の収入は４０％増の１兆１２１７億元である。財政部によると、１１月の財政収入は経済成長の鈍化、個人所得税の改革と不動産取引量の増加率の低下によって、１０月より減少する見込みという。

· 健康：中国糖尿病患者、約1億人
【１１月１３日　新京報】１１月１４日は５回目の「世界糖尿病デー」である。データによると、今年中国の糖尿病患者は約１億人に達した。２００９年における中国の成人の糖尿病有病率は９．７％、糖尿病予備軍の状態にある患者は１６％という。
· フォーブス：中国の家族企業は広東、蘇州と浙江に集中、約半分が「夫婦店」
【１１月１３日　法制晩報】このほど、米国著名経済誌フォーブスが中国の家族企業についての報告を掲載した。当該報告によると、今年９月３０日までに中国の上場企業延べ２２７２社、そのうち１２６８社は民営企業であり、家族企業が４６０社もあり、上場企業総数の２０％に達した。中国の家族企業が伝統的ビジネス地域である広東、蘇州及び浙江に集中し、この３省の合計家族企業数は総数の５３％も占める。家族企業４６０社のうち、２０９社は夫婦が立ち上げており、家族企業の立ち上げにおいて夫婦関係が大きな割合を占めていることが明らかとなった。

■　通信：中国インターネットスピートは世界７１位
【１１月１１日　中国青年報】研究報告によると、２０１０年現在、中国のブロードバンド接続によるアクセススピードは世界第７１位で、先進国平均水準の１／１０であるが、平均１ｍｂｐｓ毎秒の接続費用は先進国平均水準の３－４倍だという。中国科学院侯自強研究員は幹線網の価格は１００万元／Ｇ、地域網の価格は３０～５０万元／Ｇであり、辺鄙な地域ほど価格が低いという。

· 不動産：北京新築住宅平均価格２０６７０元、９月比８．５％値下がり
【１１月１２日　京華時報】１１日に北京市不動産協会が１０月北京市不動産のデータを発表した。データによると、１～１０月北京市新築普通住宅取引平均価格は１４０８３元、２０１０年平均水準より５．１％値下がりした。１０月北京市新築住宅と中古住宅の取引平均価格はそれぞれ２０６７０元と１７１００であり、９月と比較してそれぞれ８．５％と２．５％下がったという。

· 社会：寧波企業が２０００万元で初めて無人島を落札

【１１月１２日　東方網】今年４月１２日に中国国家海洋局が初めて１７６の開発可能な無人島のリストを公布した。１１月１１日午後、寧波象山の大羊嶼島が初めてオークションに出された。使用権の期限は５０年間で、開始時の価格は１５００万元（１元＝１２円）であり、寧波高宝投資有限公司が２０００万元で落札した。大羊嶼島の面積は０．２６平方キロで、象山県の東南部１３キロに位置する。

· 江蘇：常州市、恐竜のテーマパークを建設開始

【１１月１２日　中国新聞網】１２日に江蘇省の重点プロジェクト「迪諾水鎮」が常州市で始まった。これは１１年前に立ち上げられた中国の恐竜化石博物館「中華恐竜園」をもとにしたテーマパークであり、「迪諾水鎮」は恐竜をテーマにアメリカのディズニーに匹敵するテーマパークを目標とする。この恐竜テーマパークは２年後に完成予定である。
************************************************************************************************
読後雑感　：　２０１１年　第２５回　　
１４．ＮＯＶ．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１．「“壁と卵”の現代中国論」　　　２．「北京コンセンサス」　　　３．「中国が変える世界秩序」　　　４．「１０年後の中国」

１．「“壁と卵”の現代中国論」　　梶谷懐著　　人文書院　　１０月１０日
副題　：　「リスク社会化する超大国とどう向き合うか」

帯の言葉　：　「揺らぎ、ときに衝突する中国の制度（＝壁）と個人(＝卵)」

久しぶりに、読み応えのある本に出会った。梶谷懐氏の中国の制度を壁、個人を卵として捉えて、論を運ぶ手法には新鮮さを感じると同時に大きな知的刺激を受けた。また梶谷氏はこの本の中で、１１５冊を越える本を引き合いに出し、それらの論者の主張を的確に紹介しながら、自説を補強している。私はまだ４０代前半の若さの梶谷氏のこの博覧強記に脱帽すると同時に敬意を表する。しかしあえて苦言を呈するならば、この本には梶谷氏のアンテナに引っ掛からなかった論文や、異端の発想などは組み込まれておらず、現場知らずの象牙の塔に籠もった学者の本という印象も受けた。
梶谷氏は現代日本人の中国感を「①“脱亜論”的中国批判」、②実利的日中友好論、③“新中国”との連帯論」という３類型に分け、自らを「あえていうなら、②が５割、③が４割、①が１割といったところか」と分析している。自らの立場を重層的にかつ率直に吐露しているという点で、私は梶谷氏の柔軟さに親近感を覚えた。この分類法に従えば、私は②が５割、③が５割というところだろうか。

梶谷氏は、「中国の現実を考えるとき、気にかかるのは、現代の中国社会を考える上での内外の議論の対立軸があくまでも“富の分配”をどうするか、ということにとどまっており、そこに“リスクの分配”をどうするか、ということが、少なくとも公式には重視されていない点である」と書いている。私は傾聴に値する意見であると思う。

梶谷氏は現在進行中の不動産バブルについて、「日本に住む私たちにとっては、“バブル崩壊”“財政破綻”などといったセンセーショナルな言葉に踊らされる前に、まず本章で述べたような中国の地方財政および地方金融のメカニズムを、マクロ経済学の知識を踏まえながら理解しておくことが改めて重要になってくるのではないだろうか」と書いている。しかし梶谷氏は本文中で、私がいつも指摘しているように、土地とマンションは別物であるのに、不動産として一括して捉えてしまっている。土地のバブル化を証明するために引用している「土地交易価格指数」も、住宅用地のものであり、工業用地や商業用地のものではない。またマンション価格のバブル化に、インフォーマル金融が深く関与しているという指摘もない。梶谷氏が言うように中国のマンションバブル崩壊は恐れることはないかもしれない。しかしながら、それがソフトランディングという形を取るにせよ、いずれにしても早晩結論が出るわけであり、中国進出企業はそれを射程距離に入れて戦略・戦術を決定しておかなければならない。むしろ学者はそれを強調しなければならないのではないか。

梶谷氏は現在のストライキの多発についても、その原因に言及しているが、人手不足の現状を正しく把握しておらず、それはあまり参考にならない。現場ではマクロ経済学では理解し難いような状況が、刻々と進行しているからである。

梶谷氏は少数民族問題についても、豊富な学識から深い洞察を加えている。ことに私が今、もっとも深く追求しているチベタンコミュニストのブンワン氏のことが本文中に登場してきたのには驚いた。また少数民族問題に詳しい大西広教授への若干の批判も行われている。しかしながら私は、梶谷氏はラサやウルムチの現場には、おそらく足を踏み入れて調査を行っていないのではないか、また梶谷氏の情報収集にはある種の偏向があるのではないかと思う。学問的側面から民族問題にアプローチするのは結構だが、現場で直接、少数民族やその場の漢族と触れあってみなければ、この問題の解決方法は見出せない。私は少数民族側の自助努力不足という観点が梶谷氏の主張からは抜け落ちていると考える。私は少数民族問題で、もっとも戒めなければならないのは、少数民族側の暴発であると考えている。ラサでもウルムチでも、少数民族側が隠忍自重していれば、あの暴力の応酬はなかった。最初に少数民族側の暴発があったことが、事件を暴動に発展させ、血の弾圧という結末に至らせたのである。これはすでに実証されている。梶谷氏のアンテナには、なぜこれが引っ掛からなかったのか不思議である。暴力の応酬からは、なにものも生まれない。どんなに迫害されようとも、少数民族は暴力以外の方法で、漢族を凌駕すべく努力をすべきなのである。
２．「北京コンセンサス」　　園田茂人・加茂具樹共著　　岩波書店　　１０月２７日
副題　：　「中国が世界を動かす？」

帯の言葉　：　「米国にとって大国化する中国はライバルか？　パートナーか？　発展の図式＝“中国モデル”とは？」
この本の主張には、学ぶべき点が多かった。著者のステファン・ハルパー氏は、ニクソンからブッシュ（父）までの政権で外交・安保担当官を務めており、この本では「米国人の中国観」を明確に描き出している。彼はまえがきで、「本書は、米中関係が軌道に乗っているとする従来の一般的な見解とは一線を画し、市場経済が進めば民主的な政府が生まれるとする幻想を否定するものである」と、その主張を明快に打ち出している。
S・ハルパー氏は、「６・４天安門事件を経験し、ソ連の崩壊を目の当たりにした中国共産党は、みずからの正統性確保のために経済成長を維持する基本方針を打ち出し、これが現在の中国社会の性格を規定している。経済成長を維持するために経済の自由化を推し進め、海外との協調を基本路線としつつも、その権益保護のために、西側とは異なる価値観を前提に外交を展開している。他方で、経済成長が生み出す負の遺産も無視はできず、その解決のためにもいっそう経済成長に邁進せざるを得ず、現在の路線を変えることはないだろう」と書いている。私もまったく同意見であるが、それが故に、中国が経済の一時的停滞をもたらす産業構造の転換を、自力で成功させることは不可能であると考える。

S・ハルパー氏は、中国が経済大国化したことによって、「注意すべきは、多くの途上国、および一部の中進国が、中国的な統治モデルをアメリカモデル以上に魅力的に思っていることだ。市場経済を前提とした民主主義下の自由か、市場経済を前提とした権威主義下の高成長、安定、生活水準の向上、それに表現の不自由か、そのいずれか一方を選択しなければならないとすれば、途上国の大多数と多くの中規模、非西洋諸国は、後者に魅力を感じつつある」と書き、「ワシントンコンセンサス」が「北京コンセンサス」にその座を譲りつつあると論じている。この点についても、私は同意見であるが、あえて私は、「中国が途上国の大多数と多くの中規模、非西洋諸国に資金援助ができる余裕がある間」という前提条件をつける。中国には資金は潤沢ではなく、「金の切れ目が縁の切れ目」になる可能性がきわめて大きいと考えているからである。

S・ハルパー氏は、「１９３０年代に日本統治下の満州国で発明され、その後、韓国、日本、シンガポールで洗練されたアジア型モデル。中国は、このアジア型モデルをもとに、みずからの統治の理念を磨き上げ、西洋的な理念に基づく社会契約と異なるモデルを提示するようになっている。共産党の統治理念は儒教文化に深く根ざしており、数世代にわたって信じられてきた自然な社会秩序を反映したものとなっている」と書いている。私は、このような視点から満州国を見つめ直すことも必要だと考えた。

S・ハルパー氏はナショナリズムについて、「政府は社会的凝集力を高めるために、経済成長を維持しつつナショナリズムに訴えるといった、二つの政策をとる必要がでてくる。一方がなくなれば、他方は維持し得ない。ナショナリズムがなければ、市場経済化によって党の正統性を否定する勢力が台頭してしまう。また経済成長がなければ、ナショナリズムはその牙を内側に向け、党の指導力は揺らいでしまう。ナショナリズムは、中国共産党にとって、かくも厄介な存在なのである」と書いている。まさに至言である。

S・ハルパー氏は米国内の状況について、「ペンタゴンは脅威に対応する部署であるため、どうしても中国問題を脅威として捉えがちになる。国防総省は、いかなる形であれ、中国の軍事的脅威に対応する責任があり、武器や人材、燃料、職員を手当するには議会の承認が必要となる。そのため、次の脅威が来ないよう備えることを仕事にする国防総省にとって、中国はアメリカに対する挑戦者と見なされがちで、いつか両者が対峙することになると考えやすい」と書いている。これも納得のいく解説である。

３．「中国が変える世界秩序」　　関志雄・朱建栄編著　　日本経済評論社　　１０月５日
帯の言葉　：　「自動車生産・鉄鋼業の急速な台頭、人民元の国際化の行方、資源の豊富なアフリカへの急接近、　　　　　　　　　　　　　　　　東南アジアの地域融合、朝鮮半島の非核化など　これからの中国はどう世界に影響するか」

この本は、はしがきで、「中国の２０１０年のGDPは日本を抜いて米国に次ぐ世界第２位に躍り出た。中国の世界での存在感は増しており、さまざまな分野で中国の影響力が広がっている。このことは、日米欧など先進国が中心となってつくりあげてきた既存の秩序と時としてぶつかり、分野によっては既存の秩序を変えつつある。…（略）。本書では、こうした中国の既存の世界秩序への影響を専門家が分析し、３０年を目安に世界秩序がどのように変わっていくか、また中国が世界と共存していくために、どのような政策をとっていくべきか、を論じた」と、書き出している。つまりこの本は、２０年後の中国の姿を遠望したものである。私は、想定外の災害が世界を襲い続け、米欧の資本主義社会の根幹が揺らぎつつある時代に、この射程距離での分析は無意味だと考える。私たちには２０年後の中国の姿よりも、来年、中国のマンションバブルが崩壊するかどうかが、もっとも大きな関心事であり、その情報こそが死命を決するからである。しかもこの本では、２０３０年の中国像を断言したものは少ない。

第１章の胡鞍鋼氏の論文は、「中国政府御用達」とも読めるような作品であり、中国経済発展の光の部分のみを最大限に評価し、影の部分にはまったく言及していない。まず胡氏は冒頭で、「中国は改革開放政策のもとでグローバル化の波に乗り、高度経済成長を遂げた」とあっさり書いているが、私はこの評価には異論がある。本来、経済の高度成長とは、自力でしかも借金なしで成し遂げられたとき、評価されるべきものではないのか。中国のように、自国の労働力と土地を外資に無条件で開放（売り出）し、資金や技術を大量に無償で取り込み、それを原動力にして高度経済成長を遂げても、それは褒められた芸当ではないのではないか。しかもいまだに他力依存から抜け出せず、おそらく今後、２０年を経てもこの状態から脱皮することはできないだろう。　

さらに胡氏は中国の知識面での発展の現状について、国際論文数は世界第２位であり、特許申請数も世界第３位であると高く評価しているが、これについては、論文は中国内での引用論文が多く、多国の論文からのものが少なく、しかも独創的なものがきわめて少ないという評価が常識となっているし、とにかく中国国内での論文のブラックマーケットが１００億円規模で成立しているという状況が改善されなければ、この面での中国の大きな発展は望めない。また特許申請数も、中国国内特許でしかも簡単な応用特許が多く、他国の世界特許や独創的特許と比べて評価するには無理があるとういのも、常識になっている。

第２章は、柴田明夫氏による中国の資源戦略の分析である。柴田氏は、「中国が先進国に仲間入りをするには最低１万ドルを目安としても、そのためには１人当たりGDPをさらに４倍拡大する必要がある。この間、中国が目標とする８％成長を続けたとしても達成には１５年以上かかる。しかし８％という成長速度は、１０年未満で経済規模が倍になるスピードであり、１０年以内に資源需要も倍になるスピードである」と書き、今後の食糧価格や資源価格の高騰を予測している。また中国の国家資源戦略には３つの柱があるとして、①国内外での供給量の確保、②備蓄、③「需要サイドでの省エネ・省資源化である。かつて７０年代の石油ショックに対して、日本が塗炭の苦しみの中で省エネ・省資源化を図り、産業構造を高度化したように、中国も“２高１資”産業の高度化を図っている」と書いている。この③については、残念ながら中国は、人民大衆に「塗炭の苦しみ」の試練を与えておらず、従前通りの外資への他力依存政策で乗り切ろうとしている。これでは産業構造の高度化は不可能であると、私は考える。

第３章では、山崎正樹氏が中国のアフリカに対する影響力拡大について、「資源が豊富で人口増加が続くアフリカは、政治的な混乱などがなければ中長期的に高水準の経済成長を果たすと思われる。今後、中国のアフリカとの結び付きと、中国のアフリカに対する影響力は一段と強まると予想される。その過程で北京コンセンサスがひろがるのかどうか、２０３０年に向けてアフリカは中国モデルの実験地になると考えられる」と書いている。

第４章では、北野尚宏氏が中国の中央アジアとの関係について、「中国が中央アジア諸国との経済関係を強化する背景には、石油・天然ガス等の資源確保に加えて、このような民族問題を抱える新疆の安定的発展と新疆分離独立勢力の封じ込めという政策目標がある」と書いている。しかしながらいかに経済関係が深化したとしても、昨年ウズベキスタンを訪ねた私の経験から考えて、漢族がウズベキスタンの地を自由に闊歩するという未来状況は想像しがたい。

第５章は、朱建栄氏による中国と北朝鮮情勢分析である。この論文に大きな異論はない。ただし朱氏は、「米側から見れば、中国は北朝鮮が必要とする石油の９０％、日常消費物資の８０％、食糧の４５％を供与しているから、それを外交カードとして使えば、北朝鮮はすぐに折れるだろう。しかし前述の通り、中国は北朝鮮の内部崩壊によって大量の難民が押し寄せてくることを恐れており、中朝関係自身も一種の相互利用のゲームになっており、中国指導部はポスト金正日時代の影響力を温存するためにも、北朝鮮内部の各界から恨まれる赤裸々な圧力を加えたくない」という分析に基づき、金正日以後の北朝鮮体制を４つのケースに分けて詳細に予測している。しかしこれはおそらく無用の長物となろう。なぜなら第１に、来年、中国経済のマンションバブルが崩壊すれば、中国の北朝鮮への援助そのものが危うくなるからである。第２に、北朝鮮の大量の難民の発生は、すでに対策は立案済みで、中国にとって脅威ではないからである。

第６章は、大橋英夫氏の中国の東アジア経済統合に関しての分析である。大橋氏は、「ASEANプラス協定型のFTAは、かなりの程度まで中国の持続的成長に依存している。中国が米国に代替し得ないまでも、東アジアの最終需要の独立した創出源となることを暗黙の前提としている。その中国の持続的成長が、客観的情勢から見て、近い将来に終息するとは考え難い。したがって、中国の持続的成長を前提にすれば、やはり中国を中心とした経済統合、その具体的枠組としてのASEANプラス協定型のFTAを基軸とするシナリオが想定できる」と書いている。したがってこの論文の中には、中国経済が失速した場合については、まったく想定されていない。今や、いかなる弱小企業も想定外を組み込んだ戦略を立てなければならない時代に入っていると思うのだが、いかがなものか。

第７章は、村瀬哲司氏の人民元の国際化についての分析である。村瀬氏は、「人民元がドル、ユーロ、円、ポンドに比肩する自由交換通貨へと、目論見通り２０年までに国際化するかについて疑問なしとしない」と書き、中国政府の政策を、「将来、元は交換可能通貨になるものの、それは政府の為替管理のない完全な自由交換可能通貨ではなく、大規模な投機行為などの場合には有事規制の対象となる“管理された”国際通貨を目指すと考えられる。経済実需に裏付けられた為替・資金取引と投機的取引を可能な限り区分して人民元市場を管理し、そのために国内市場とオフショア市場の内外分離策を維持する。同時に、資本自由化は斬新的に、かつ資本項目ごとに選択的に行う“管理された”国際化を推進しようとする戦略である」と紹介している。さらに「巨額の国際資本の流れに翻弄され、通貨・金融危機を繰り返すという現行国際金融体制の弊害を削減する観点から、中国政府が試みる人民元の“管理された”国際化の成否は、世界の注目に値する」と指摘している。私も、今後の中国政府の通貨政策について、企業現場において外貨管理面を注視していきたいと思っている。この面でも中国には、「上に政策あれば下に対策あり」の格言が生きているからである。

第８章では、室井秀太郎氏が中国の産業構造の転換や企業の海外進出について分析している。室井氏は、「２０３０年あたりを展望すると、中国企業は民営企業を中心に一段と資金力をつけ、海外での事業展開に積極的になっていく可能性が高い。海外企業が蓄積してきた技術やブランドを手っ取り早く取得できるM＆Aは一層活発化していくことが予想される。ただ、経営再建中の企業が対象になった場合などでは、買収した企業の経営をうまく軌道に乗せていくことができるかは未知数であり、今後の推移が注目される。日本企業としては、中国企業の活力をうまく取り込んで、巨大市場となった中国での事業展開に生かしていく戦略づくりが必要になってくるだろう」と書いている。私は室井氏と同感で、長年、繊維産業に身をおいてきた私の体験上、中国企業の某日本老舗アパレル企業の買収が成功例になるとはとても思えない。むしろ重荷になるのではないだろうか。

第９章は、孟建軍氏のIT人材の分析である。孟氏の「グローバル化やIT革命の進展に伴い、IT時代の新たな華人ネットワークの形成」が出現しているという指摘は、私も身近でも感じているので、素直に納得できる。さらに孟氏は、「これからは２０３０年に向かって中国は経済構造の転換や生産効率の上昇を図るために、さらなる自らの経済統合を果たさなければならない。その際に、IT人材に対する需要はますます高くなっていくと思われる。そうなると、中国は世界全体の人材資源を利用し、その反面、世界全体にも人材を輸出することが予想される」と書いている。しかしながら孟氏は、この論文中で中国政府のネット規制問題や、ネット販売におけるアリババや陶宝の事件などに見られる中国固有の負の面については、まったく言及していない。

第１０章では、関志雄氏が今後の中国の体制についての議論を紹介している。この論文で関氏は、「中国脅威論」、「中国責任論」、「中国崩壊論」などや、中国政府が明示した「平和発展論」を紹介している。関氏は、「中国は冷戦の終結を受けて、社会主義の看板と一党独裁を維持しようとする唯一の大国としてますます“特異”な存在となってきている。孤立を避けるために民主や法治、自由、人権といった概念を“普遍的価値”として受け入れなければならない。残念ながら、この自明の理をめぐって、中国においては保守派と改革派の間で論争が続いており、コンセンサスができていない」と書いている。そして「改革派が主張しているように、中国にとって、“普遍的価値”を追求していくことは、真の近代化を実現するためにも避けて通れない道であるだけでなく、世界と共存共栄するためにも是非とも必要である」、「世界平和を実現するためにも、中国がいずれ民主主義体制に移行することが求められよう」と書いている。欲を言えば、関氏には、その時期と形態について、明言して欲しかった。
４．「１０年後の中国」　　高原明生・大橋英夫・園田茂人・茅原郁生・明日香壽川・柴田明夫共著　　講談社　　１０月２５日
副題　：　「６５のリスクと可能性」　　帯の言葉　：　「経済大国か、軍事大国か、民主化か、大混乱か」

この本は、まえがきで、「中国経済は、まさに怒濤の勢いで成長を続けている」と位置づけ、「本書は、不透明きわまりない中国の未来を、敢えて展望する試みである」と、勇ましく本書の企図を書いている。しかし同時に、「中国は山積みする問題を抱えながら、今後も高く飛翔し続けるのか。諸問題を解決して軟着陸する可能性もある。だが空中分解するか失速して、急降下する可能性も否定できないだろう」と書き、上手に逃げ場を用意している。つまりこの本には、硬軟両様の両論併記が多く、１０年後の中国の姿を断言する主張は少ない。
第１章では、「中国経済の“１０年後”」が記されているが、当たり障りのない主張が続き、ことさらに注目すべき文言はない。また人手不足の現状や一人っ子労働者の労働感の変貌、モグリ企業の存在、インフォーマル金融の跋扈など、今後の中国経済を占う重要な事態がまったく記されていない。バブルについても、不動産バブルと言いながら、そこにはマンションについての数字が羅列されているだけで、土地価格についての統計数字はいっさいない。つまり著者は、中国ではマンション価格はバブル化しているが、土地（ことに工業用地）は高騰していないという事実を知らないのではないか。現在、中国で起きているのはマンションバブルであって、土地バブルではない。このことを看過すると、中国のバブルの性格を見誤る。また第１章の中では、「元来中国では肉体労働を軽視する傾向がある」と中国人幹部への技術の伝授の難しさを書きながら、数ページ後には、日本の技術が中国へ流出することを危惧する記述があるように、前後が矛盾するような個所も見受けられる。
第２章には、「中国政治の１０年後」が記されている。その中の、「“チャイニーズ・ドリーム”が衰退し、“チャイナ・ドリーム”が興隆する」という表現はおもしろい。またこの本には珍しく、「中国共産党の一党独裁は必ず終わると断言できる」と明確に書き、劉暁波の提唱や趙紫陽の「利益集団組織化」案などを紹介している。私はこの趙紫陽の考え方については、検討してみる価値があると思った。しかしそれ以外の具体論になると、「平和裏に体制転換できるとは限らないだろう」、「大きな騒乱につながり、中国社会の安定を脅かすかもしれない」、「きっかけがあれば、今後も暴動や騒乱は起きるだろう。不満が大きくなればなるほど、少数民族の行動も過激化すると予測される」、「台湾との統一を達成した先には、…（略）。より適切で合理的な国の大きさが模索される時機が到来するかもしれない」というような歯切れの悪い文章に終始し、一党独裁後の中国体制像を明示しているわけではない。また少数民族問題の項で取り上げられている青海省チベット族の例には、事実誤認とその後の経過についての認識不足がある。

以下、第３章は外交、第４章は社会、第５章は軍事、第６章は環境、第７章はインフラと食糧が取り上げられている。

なお、儒教について、「中国が生み出した普遍的価値として可能性があるのは“儒教”だろう」、「中国エリートが今日でも通用する儒教の価値を実践して人民の価値を集め、人民がそれに追随し、“和諧社会”が実現でき」れば、「今後中国はそれを世界に広めようとするだろう」（P．１２８）、「政府は儒教を、国の理念として利用する方向に動きつつある」（P．２１１）と書き、それを肯定している。しかし一方で、「元来中国では肉体労働を軽視する傾向がある。工場長は現場へ出向かない。研究者は生涯大学の研究室に籠もって研究する。これが長年の伝統だ」（P．２９）、「家族イデオロギーが健在であるがゆえに、親の側が、同居は無理でも子供の近くで暮らしたいと望んだり、子供の側が親の老人ホームへの入居に反対したりと、社会全体で介護するという方向に舵を切れないでいる」（P．１７２）として、儒教の呪縛から解き放たれずもがき苦しんでいる中国社会像を提示している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】

	
	①

実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③

消費財

小売総

額増加率(%)
	④

消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤

都市固定資産投資増加率(%)
	⑥

貿易収支

(億㌦)
	⑦

輸　出

増加率(%)
	⑧

輸　入

増加率(%)
	⑨

外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	19.9
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8

	9月
	9.1
	13.8
	17.7
	6.1
	27.3
	145
	17.0
	21.1
	-3.5
	7.9
	13.1
	14.3

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	
	
	16.7
	14.1


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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